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親育ち尺度作成の試み
―子育て支援の質的向上を目指して―

楠　本　洋　子
Yoko Kusumoto

大阪総合保育大学大学院
児童保育研究科

Ⅰ　問題の所在と目的

　2015（平成 27）年４月から「子ども・子育て支援新制
度」が施行された。これについて大豆生田啓友は「この
新制度の目的は、子ども・子育て支援法第一条にあるよ
うに、『一人一人の子どもが健やかに成長することがで
きる社会の実現に寄与すること』にあります。そのため
に、すべての子どもと子育て世代をすべての世代が協力
し、社会全体で支えていくような仕組みを形成すること
なのです」とし、具体的な取り組みとして４点を挙げて
いる。そのうちの２点は「子育て支援」に関することで
あり、一つは「幼児期の学校教育や保育、地域のさまざ
まな子育て支援の量の拡充や質の向上を進めること」で
あり、もう一つは「子どもが減っている地域の子育ても
しっかり支援すること１）」である。
　この「子育て支援」について小池由佳は「二つの側
面」を指摘し、「『少子化対策』の際に用いられる『子育
て支援』と『親としての子育て』を支援する際に用いら
れる『子育て支援』」に分けている。その「少子化対策」
の際に用いられる子育て支援は「いかに子育てと仕事の

両立を可能とするか」を目的とし、「安心して働くことの
できる環境と子育てをする時間の確保の二つが大きな要 
因２）」となり、行政が行ってきた具体的な制度施策的な
ものとして「少子化対策推進基本方針」「新エンゼルプラ
ン」「少子化対策プラスワン」を挙げている。その後行政
の少子化対策・子育て支援の流れは、「次世代育成支援
対策推進法」制定、「子ども・子育て応援プラン」策定、

「待機児童ゼロ作戦」推進、さらに親の就労と子育てが両
立する「ワーク・ライフ・バランス」という支援に発展
し、2010（平成 22）年に「子ども・子育て新システム検
討会議」が開かれたことを皮切りに、2012（平成 24）年
には「子ども・子育て関連３法」が可決・成立し、「子ど
も・子育て支援新制度」の施行に繋がっている。
　一方、「親としての子育て」を支援する際に用いられ
る「子育て支援」について、山縣文治は、子育て支援を
育ち・育てられる関係の支援として「生物的次元の親子
関係は極めて単純なものであるが、社会的次元あるいは
心理的次元の親子関係は、非常に複雑である。単に『育
てる親』と『育てられる子』が存在するだけではない３）」
とし、「子育て支援サービスのターゲットは、大きく四つ
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要約：本研究は、現代の子育て環境の変化に対応した「親育ち尺度」を作成するとともに、その「親育ち尺度」
が回答者の属性によってどのようなちがいを生じるかを明らかにすることを目的とする。そのため、就学前の
子どもを持つ親に「子どもを持つことによる親育ち（心理的発達）」についての質問紙調査を実施したところ、
841 名より回答を得た。その回答を分析した結果、「自己の強さ」「生き甲斐・存在感」「協調性」「自己制御」「自
分の親への感謝」「子どもに対する責任感（主に健康への関心）」「柔軟さ」の７因子が抽出され、これらの因
子で構成された尺度を「親育ち尺度」と命名した。この「親育ち尺度」の下位尺度得点が一番高かったのは「生
き甲斐・存在感」であり、次いで「自分の親への感謝」「子どもに対する責任感」「協調性」などの順であった。
　次に、この「親育ち尺度」と回答者の属性別分析を実施したところ、①施設のちがいによる分析から、育児
と就業を両立させれば、「自己の強さ」「自己制御」「柔軟さ」の３因子が育つこと、②就業形態のちがいの分
析から、就業することにより「自己の強さ」が育ち、一方、非就業の専業主婦では子どもと向き合う時間が長
いことから「子どもに対する責任感」が育っていること、③子ども数のちがいの分析から、子どもを多く育て
ることによって、「自己の強さ」「協調性」「柔軟さ」が大きく育っていること、④育児経験年数のちがいの分
析から、育児経験年数の積み重ねが親を育てていくものであること、⑤近所に友人の有無のちがいの分析から、
親育ちの得点が高い母親には友人が多いことなどが明らかになった。
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ある４）」としている。その第一は、子ども自身の成長・
発達支援の「子育ちの支援」、第二は、親になるための支
援の「親育ち支援」、第三は、育ち・育て合う親子支援の

「子育て・親育て支援」、第四は、家庭および地域社会の
「育む環境の支援」であり、「子育てをする親を『育てる』
という視点が必要となる５）」。この「親を育てる」という
意味において、汐見稔幸は、子育て支援は育児の肩代わ
りではなく、「親の自立育児支援６）」が必要であると指摘
し、大日向雅美が「子育て支援は『親育ち支援』とする
必要がある７）」としていることと一致している。
　この「親育ち支援」の重要性は、保育分野では「親育
ち支援」、看護分野では「親性の支援」、心理学分野では

「親となることによる発達（成長）支援」などのテーマで
研究が継続されていることからも明らかであろう。
　親育ち支援に関する先行研究は、表Ⅰ−１に示したと
おりである。そのうち、柏木恵子他（1994）による「『親
となる』ことによる人格発達：生涯発達的視点から親を
研究する試み８）」は、「親となる」ことによって親にどの
ような人格的・社会的な行動や態度に変化（親の発達）
が生じたかを、就学前幼児を持つ父母を対象に比較検討
を行い、「親の発達尺度」として６因子を抽出し、及川裕
子（2005）の「親性の発達に関する研究―乳幼児の親性

の因子構造と背景要因の検討―９）」は、親になることに
よって起こる変化を「親性の発達」とし、父母による質
問紙調査より「親性への発達尺度」として６因子を抽出
している。さらに、永井知子他（2015）による「親育ち
に影響を与える要因の検討（１）―親育ちの構成要因の
検討― 10）」は、さまざまな子育て環境の変化を想定した
親育ち支援の在り方を検討するため、質問調査により現
代の母親の親育ちに関する認識と出産前後の変化を検討
した結果、親育ち尺度として３因子を抽出している。
　そこで本研究では、親育ち支援に関する先行研究を参
考に、就学前の子どもを持つ親に「子どもを持つことに
よる親育ち（心理的発達）」についての質問紙調査をし、
現代の子育て環境の変化に対応した「親育ち尺度」を作
成することと、子育て支援の質的向上にいささかなりと
も寄与することを目的とする。さらに、「親育ち尺度」を
構成する下位尺度得点に、親の年齢・学歴・職業・育児
経験年数・子ども数などによりどのようなちがいが生じ
るのかを明らかにする。なお、質問紙作成には、先行研
究（表Ⅰ−１）を参考に「親育ち項目」を精査し、質問
項目を設定する。調査対象は、先行研究に父母を対象と
した研究もあるが、未だ子育てに関わるのは母親が多い
ことから母親だけに限定することとする。

表Ⅰ−１　先行研究論文概要一覧表（年代順）

著者 タイトル キーワード 対象 指標 結果（因子の内容）

柏木他
（1994） 

「親となる」こと
による人格発達：
生涯発達的視点
から親を研究す
る試み

父親、母親、
親の発達、育
児、 家 事 参
加、性役割

３～５歳
の幼児を
持つ親―
父親およ
び 母 親
346 対

質問紙
①フェースシート（父親には学歴および育
児・家事への参加度、母親には家族構成・
子どもの数・性・年齢・学歴および職業の
有無・将来計画等を問う質問項目）②「親
となる」ことによる変化・発達に関するも
の③子どもの育児に対する感情・態度に関
するもの④性役割に関する態度・価値観に
関するもの

「親の発達」
第１因子：柔軟さ
第２因子：自己抑制
第３因子： 運命・信仰・

伝統の受容
第４因子： 視野の広がり
第５因子： 生き甲斐・存

在感
第６因子：自己の強さ

及川
（2005） 

親性の発達に関
する研究―乳幼
児の親性の因子
構造と背景要因
の検討―

親性、親性の
発達因子、母
親 か ら の 被
養育体験

関東圏在
住の乳幼
児を持つ
母 親 397
名

質問紙　
親自身の社会的経験をみるものとし、親自
身の年齢と母親のみにおいて職業の有無・
親としての経験をみるものとして子ども
の年齢と子どもの数、親になることへのレ
ディネスや適応力をみるものとして母親
からの被養育体験（BPI 尺度）を調査

「親性の発達」
第１因子：次世代
第２因子：社会環境
第３因子：生き甲斐
第４因子：家族の絆
第５因子：世代間
第６因子：抑うつ

森下
（2006） 

父親になること
による発達とそ
れに関わる要因

父親、発達、
育児関与、夫
婦関係、親子
関係

都 内 の
私・公立
幼稚園４
園、幼稚
園に通う
子どもを
持つ父親
740 名

質問紙
①父親になることによる発達②父親の育
児関与③夫婦関係満足度④子どもからの
働きかけ・態度⑤親役割受容度感⑥性役割
観⑦職場環境⑧基本的属性

「父親になることによる
発達尺度」
第１因子： 家族への愛情
第２因子： 責任感や冷静さ
第３因子： 子どもを通し

ての視野の
広がり

第４因子： 過去と未来へ
の展望

第５因子：自由の喪失
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Ⅱ　調査方法と調査内容

Ⅱ−１　調査方法
（１） 調査対象施設と対象人数：近畿圏１府３県の幼稚園

の母親 312 名、保育園の母親 834 名、認定こども園
の母親 626 名の計 1,772 名である。

（２） 実施期間：2016（平成 28）年３月～５月に実施し
た。

（３） 手続き：質問紙調査用紙には調査の目的・倫理的配
慮を記して、無記名とし、調査に同意を得られた対
象者への配布を対象園に依頼し、自宅で記入後調査
用紙を対象園の回収箱に投函してもらうように依
頼した。なお本質問紙調査は大阪総合保育大学研究
倫理審査委員会の審査承認後、対象園施設長の同意
書を得て実施した。

（４） 親育ち項目の設定：表Ⅰ−１の先行研究文献より
「親育ち項目」を精査し、親育ちを構成する７因子を
抽出して質問項目を設定した。その構成は「１．視
野の広がり」因子の下位項目として柏木他（1994）、
及川（2005）、高橋他（2009）より、「環境問題（大
気汚染・食品公害など）に関心が増した」「物事に
積極的に取り組むようになった」「協力することの
大切さがわかるようになった」「他人への気遣いが
出来るようになった」「一人ひとりがかけがえのな
い存在だと思うようになった」などの８項目、「２．
生き甲斐・存在感」因子の下位項目として、柏木他

（1994）、高橋他（2009）より、「家族の中で安らぎ
を感じるようになった」「人生における充実感を感
じるようになった」「家族への愛情が深まった」「生
きている張りが増した」「自分がなくてはならない
存在だと思うようになった」などの８項目、「３．
子どもに対する責任感」因子の下位項目として及川

（2005）、永井他（2015）より、「健康を考え、食事

を作る」「子どもへの関心が強い」「子どもへの愛情
が深まった」「親としての責任を感じる」「子どもの
成長が楽しみである」などの８項目、「４．過去と
未来への展望」因子の下位項目として及川（2005）
や森下（2006）、高橋他（2009）、佐藤（2005）より、

「自分の親が自分をどのように育ててくれたのか考
えるようになった」「親への感謝の気持ちが増した」

「自分の親を尊敬できるようになった」「自分と親の
関わりを思い出し将来の自分と子どもとの関わり
を想像するようになった」「自分の親との関係が良
くなった」「子どもを持つ親の気持ちがわかるよう
になった」などの８項目、「５．柔軟さ」因子の下
位項目として柏木他（1994）、高橋他（2009）より、

「考え方が柔軟になった」「精神的にタフになった」
「角が取れて丸くなった」「寛大になった」「小さな
ことにくよくよしなくなった」などの８項目、「６．
自己の強さ」因子の下位項目として柏木他（1994）、
高橋他（2009）、山口（2008）より、「周りと反対で
も、自分が正しいと思うことは主張できるように
なった」「より計画的になった」「自分の信念に基づ
いて生きていこうと思うようになった」「目標（目
的）に向かってがんばれるようになった」「妥協し
なくなった」などの８項目、「７．自己制御」因子
の下位項目として柏木他（1994）より、「他人の迷
惑にならないように心がけるようになった」「自分
のほしいものなどが我慢できるようになった」「他
人の立場や気持ちをくみとるようになった」「自分
の分をわきまえるようになった」「倹約するように
なった」などの８項目の計 56 項目である。

Ⅱ−２　調査内容
（１） 「問１ 回答者の属性」は、年齢、学歴、職業、子ど

も数など９項目である。

高橋他
（2009） 

親になることに
よる発達とそれ
に関わる要因

親の発達、親
役割受容感、
夫 婦 関 係 の
満足度、父親
の育児参与

都内幼稚
園５園の
園 児 の
744 家庭

質問紙
基本属性（年齢・就業形態・家族構成他）
①親になることによる発達②親役割観③
夫婦関係の満足度④父親の育児参与

「親になることによる発
達尺度」
第１因子： 視野の広がり
第２因子：柔軟さ
第３因子：生きがい
第４因子：自己の強さ
第５因子： 過去と未来へ

の展望
第６因子：自由の喪失

永井他
（2015） 

親育ちに影響を
与える要因の検
討（１）―親育ち
の構成要因の検
討― 

A 県 内
の幼稚園
の養育者
110 名

質問紙
基本属性（養育者の年齢・子どもの年齢と
性別など）①親育ちに関する項目

「親育ち尺度」
第１因子： 子どもに対す

る責任感
第２因子：視野の広さ
第３因子： 普遍的価値観
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（２） 「問２ パートナーの属性と育児関与に関する項目
（本研究では未分析）」

（３） 「問３ 子どもの状況」は、「性別」「年齢」の２項目
である。

（４） 「問４ 親育ちに関する項目（５件法）」は、「Ⅱ−１
（４）親育ち項目の設定」で精査した 56 項目であ
る。

（５） 評価は５段階評価とし、「５ よくあてはまる」= ５
点、「４ 少しあてはまる」= ４点、「３ どちらとも
言えない」= ３点、「２ あまりあてはまらない」=
２点、「１ 全くあてはまらない」= １点とした。

（６） 分析方法の統計学的処理は、IBM SPSS Statistics 
Ver21 を用いて分析を行った。

Ⅲ　調査結果

Ⅲ−１　配布数と有効回収数、有効回収率
　調査票の有効回収率は、全体 47.5%（有効回収数／配
布数：841 ／ 1772）、であり、施設別では、幼稚園 35.3%

（110 ／ 312）、保育園 47.5%（396 ／ 834）、認定こども園
53.5%（335 ／ 626）であった。

Ⅲ−２　属性分布
（１）年齢分布
　平均年齢は 35.8 歳、標準偏差は 4.74 であり、最年少は
21 歳、最年長は 49 歳であった。年齢区分「21 ～ 29 歳」
84 名（10.0%）、「30 ～ 34 歳」233 名（27.7%）、「35 ～ 39
歳」336 名（40.0%）、「40 ～ 44 歳」168 名（20.0%）、「45
歳以上」20 名（2.3%）であった。

（２）最終学歴分布
　最終学歴分布は、学歴区分「中学」19 名（2.3%）、「高
校」152 名（18.1%）、「専門学校」160 名（19.0%）、「短
大・高専」213 名（25.3%）、「大学」276 名（32.8%）、「大
学院」19 名（2.3%）、「未記入」２名（0.2%）であった。
このことから、「大学卒」が一番多く、次の「短大・高
専」「専門学校」および「大学院」を合わせた高等教育機
関の学歴所有者は約８割であった。

（３）職業分布
　職業分布は、「専業主婦」268 名（31.9%）、「会社員」
273 名（32.5%）、「公務員」65 名（7.7%）、「自営業」39 名

（4.6%）、「その他（パート）」193 名（22.9%）、「未記入」
３名（0.4%）であった。これらのことから、「会社員」、

「公務員」、「自営業」、「その他（パート）」を合わせた就
業者は６割強であり、非就業者である「専業主婦」の３
割強と比較すると、就業者が非就業者の約２倍であった。

（４）子ども数分布

　子ども数の平均は 2.02 人で偏差値は 0.75 であった。子
ども数の分布は、「子ども１人」189 名（22.5%）、「子ど
も２人」476 名（56.6%）、「子ども３人」152 名（18.1%）、

「子ども４人」20 名（2.4%）、「子ども５人」３名（0.3%）、
「子ども７人」１名（0.1%）であった。これらのことか
ら「子ども２人」が約６割弱で一番多く、次いで「子ど
も１人」、「子ども３人」の順であった。

（５）育児経験年数分布
　平均育児経験年数は 6.03 年で標準偏差は 3.31 であっ
た。育児経験年数分布は、「０～４年」307 名（36.5%）、

「５～７年」306 名（36.4%）、「８～９年」107 名（12.7%）、
「10 年以上」120 名（14.3%）、「未記入」１名（0.1%）で
あった。

（６）家族形態分布
　家族形態分布は、「核家族」748 名（88.9%）、「両親で
親族と同居」41 名（4.9%）、「ひとり親」33 名（3.9%）、

「ひとり親で親族と同居」19 名（2.3%）であり、「核家族」
が約９割であった。

（７）近所（車で 10 ～ 15 分位）に実家の有無分布
　「近所に実家あり」403 名（47.9%）、「近所に実家なし」
438 名（52.1%）であった。

（８）近所（車で 10 ～ 15 分位）に友人の有無分布
　「近所に友人あり」651 名（77.4%）、「近所に友人なし」
190 名（22.6%）であった。

Ⅲ−３　因子の構成
　「親育ち」項目の全データに基づいて、主因子法バリ
マックス回転で因子分析し、第８因子まで抽出されたが、
因子負荷が｜.40｜に満たなかった５項目を除いて再度
分析し、解釈可能な７因子を採用した。項目内容、心理
学的意味および因子負荷量行列は表Ⅲ−３−１に示し、
抽出された７因子までで全分散の 45.84% が説明された。
表Ⅲ−３−１から、第１因子は「Ⅳ−48 物事に積極的
になった」「Ⅳ−27 多少他の人と摩擦があっても自分の
主義は通すようになった」「Ⅳ−13 自分の立場や考えは
ちゃんと主張しなければと考えるようになった」などの
項目を含む 12 項目からなり、先行研究の柏木他（1994）
の「自己の強さ」に対応し、全分散の 29.814% が説明さ
れたため、本研究においても同じく因子名を「自己の強
さ」と命名した（信頼性係数α=.896）。
　第２因子は「Ⅳ−31 子どもへの愛情が深まった」「Ⅳ
−23 生きている張りが増した」「Ⅳ−９ 人生における充
実感を感じるようになった」などの項目を含む 15 項目か
らなり、先行研究の高橋他（2009）の「生き甲斐・存在
感」に一部対応し、全分散の 5.257% が説明されたため、
本研究においても同じく因子名を「生き甲斐・存在感」
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表Ⅲ−３−１　「親育ち尺度」の因子分析結果
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と命名した（信頼性係数α=.894）。
　第３因子は「Ⅳ−29 協力することの大切さが分かる
ようになった」「Ⅳ−36 他人への気遣いができるように
なった」の２項目は先行研究の柏木他（1994）や及川

（2005）、高橋他（2009）の「視野の広さ」に対応し、「Ⅳ
−28 人との和を大事にするようになった」「Ⅳ−21 他人
の立場や気持ちをくみとるようになった」「Ⅳ−７ 他人
の迷惑にならないように心がけるようになった」「Ⅳ−42 
自分の分をわきまえるようになった」の４項目は、柏木
他（1994）の「自己制御」に対応し、全分散の 2.834% が
説明された。なお「視野の広さ」と「自己制御」の内容
を持つ今回の６項目に対して本研究では因子名を新しく

「協調性」と命名した（信頼性係数α=.855）。
　第４因子は「Ⅳ−49 倹約するようになった」「Ⅳ−
56 思い通りにならないことがあっても我慢できるよう
になった」「Ⅳ−35 自分本意の考えや行動をしなくなっ
た」などの７項目を含む項目からなり、先行研究の柏木
他（1994）の「自己制御」や高橋他（2009）の「生き甲
斐・存在感」に一部対応しており、全分散の 2.585% が
説明されたため、本研究において項目内容から因子名を

「自己制御」と命名した（信頼性係数α=.829）。
　第５因子は「Ⅳ−18 自分の親を尊敬できるようになっ
た」「Ⅳ−４ 自分の親が自分をどのように育ててくれた
のか、考えるようになった」などの４項目を含む項目か
らなり、高橋他（2009）と及川（2005）、森下（2006）の

「過去と未来への展望」に一部対応して全分散の 2.075%
が説明されたが、本研究においては、項目内容が自分の
親との関係を扱った内容であるため、本研究では因子名
を新しく「自分の親への感謝」と命名した（信頼性係数
α=.804）。
　第６因子は「Ⅳ−１ 環境問題（大気汚染・食品公害な
ど）に関心が増した」「Ⅳ−３ 健康を考え、食事を作る
ようになった」などの３項目を含む項目からなり、先行
研究の永井他（2015）の「子どもに対する責任感」２項
目と柏木他（1994）の「視野の広さ」１項目と対応し、
全分散の 1.706% が説明されたため、本研究において因子
名を「子どもに対する責任感（主に健康への関心）」と命
名した（信頼性係数α=.702）。
　第７因子は「Ⅳ−５ 考え方が柔軟になった」「Ⅳ−19 
角が取れて丸くなった」などの４項目を含む項目からな
り、先行研究の柏木他（1994）と高橋他（2009）の「柔軟
さ」に対応し、全分散の 1.570% が説明されたため、本研
究においても同じく因子名を「柔軟さ」と命名した（信
頼性係数α=.775）。
　以上、第１因子「自己の強さ」、第２因子「生き甲斐・
存在感」、第３因子「協調性」、第４因子「自己制御」、第

５因子「自分の親への感謝」、第６因子「子どもに対する
責任感」、第７因子「柔軟さ」の七つの因子が抽出され
た。
　そして、各因子の負荷量の高かった項目によって構成
された下位尺度を「自己の強さ」（12 項目）、「生き甲斐・
存在感」（15 項目）、「協調性」（６項目）、「自己制御」（７
項目）、「自分の親への感謝」（４項目）、「子どもに対する
責任感」（３項目）、「柔軟さ」（４項目）と命名し、これ
らの下位尺度の計 51 項目によって構成された尺度を「親
育ち尺度」と命名した。なお、この「親育ち尺度」の下
位尺度得点が一番高かったのは「生き甲斐・存在感」で
あり、次いで「自分の親への感謝」「子どもに対する責任
感」「協調性」「自己制御」「柔軟性」「自己の強さ」の順
であった。

Ⅲ−４　各因子間の相関係数
　各因子の相関マトリックスを検討するために、「親育
ち尺度」で求められた七つの下位尺度得点を次のように
求めた。それは各因子の項目得点を合計し、項目数で割
り、平均値を算出した。その各因子間の相関係数は表Ⅲ
−４−１に示し、各因子間に有意な正の相関が認められ
た。特に「協調性」と「自己制御」の .702、「自己の強
さ」においては、「自己制御」と .661、「柔軟さ」と .653、

「協調性」と .647 が強い相関を示していた。また、７因
子とも５段階評価における平均値は 3.5 以上であり、「生
き甲斐・存在感」が 4.46 と一番高かった。

Ⅲ−５　「親育ち尺度」と属性別分析 
　「親育ち尺度」の下位尺度得点が、母親の属性によって
どのように影響されているかをみた。各属性と下位尺度
得点における分散分析および t 検定の結果をそれぞれ表
Ⅲ−５−１から表Ⅲ−５−８に示した。なお、分散分析
において５% 水準で差がみられた因子については、多重
分析（Turkey 法）を行った。

（１）施設（幼稚園、保育園、認定こども園）別の場合
　幼稚園、保育園、認定こども園という施設の持つ特徴
が、下位尺度得点にどのような影響を与えているかをみ
た。施設別の各因子における下位尺度得点を分散分析し
た結果は、表Ⅲ−５−１に示した。
　表Ⅲ−５−１より、「自己の強さ」「自己制御」「子ども
に対する責任感」「柔軟さ」の４因子で有意な差があった。

「①幼稚園」では「子どもに対する責任感」において、「②
保育園」と「③認定こども園」より有意に得点が高かっ
た。「②保育園」では「自己の強さ」「自己制御」「柔軟
さ」において、「①幼稚園」より有意に得点が高かった。
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「③認定こども園」では、「子どもに対する責任感」にお
いて「②保育園」より有意に得点が高く、「柔軟さ」にお
いて「①幼稚園」より有意に得点が高かった。

（２）年齢の場合
　年齢によるちがいが、下位尺度得点にどのような影響
を与えているかをみた。母親の年齢区分を「① 21 ～ 29
歳」「② 30 ～ 34 歳」「③ 35 ～ 39 歳」「④ 40 歳以上」の
４区分とし、年齢区分別の各因子における下位尺度得点
を分散分析した結果は、すべての区分において有意差は
なかった。

（３）学歴の場合
　学歴のちがいが、下位尺度得点にどのように影響して
いるかをみた。学歴区分を「①中学・高校卒」「②専門学
校・短大卒」「③大学・大学院卒」の３区分とし、学歴区
分別の各因子における下位尺度得点を分散分析した結果
は、表Ⅲ−５−２に示した。
　表Ⅲ−５−２より、「自己の強さ」「協調性」「自己制

御」「柔軟さ」の４因子で有意な差があることが分かっ
た。「①中学・高校卒」では「自己の強さ」「協調性」「自
己制御」「柔軟さ」の４因子において、他のすべての区
分より有意に得点が高かった。「②専門・短大卒」では

「自己制御」において、「③大学・大学院卒」より有意に
得点が高かった。

（４）就業形態の場合
　就業形態のちがいによって、下位尺度得点にどのよう
な影響があるかをみた。母親の就業形態区分を「①専業
主婦」「②常勤」「③非常勤」の３区分とし、就業形態区
分別の各因子における下位尺度得点を分散分析した結果
は、表Ⅲ−５−３に示した。
　表Ⅲ−５−３より、「自己の強さ」「子どもに対する責
任感」「柔軟さ」の３因子で有意な差があることが分かっ
た。「②常勤」「③非常勤」では「自己の強さ」において、

「①専業主婦」より有意に得点が高かった。「①専業主婦」
では「子どもに対する責任感」において、「②常勤」より
有意に得点が高かった。「③非常勤」では「柔軟さ」にお

表Ⅲ−４−１　各因子間の相関係数

　 自己の強さ 生き甲斐・
存在感 協調性 自己制御 自分の親へ

の感謝
子どもに対
する責任感 柔軟さ

自己の強さ ―
生き甲斐・存在感 .582** ―
協調性 .647** .597** ―
自己制御 .661** .577** .702** ―
自分の親への感謝 .350** .522** .430** .341** ―
子どもに対する責任感 .345** .465** .368** .397** .243** ―
柔軟さ .653** .537** .543** .577** .322** .305** ―

平均値（M） 3.55 4.46 4.09 3.90 4.32 4.27 3.76
標準偏差（SD）  .59  .45  .58  .59  .66  .60  .67

 **：P <.01 

表Ⅲ−５−１　施設のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 *** P <. 001  ** P <.01　* P <.05
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いて、「①専業主婦」より有意に得点が高かった。

（５）子ども数の場合
　母親の持つ子ども数のちがいが、下位尺度得点にどの
ような影響を与えているかをみた。母親の持つ子ども数
区分を「①１人」「②２人」「③３人以上」の３区分とし、
子ども数区分別の各因子における下位尺度得点を分散分
析した結果は、表Ⅲ−５−４に示した。
　表Ⅲ−５−４より、「自己の強さ」「協調性」の２因子
で有意な差があった。「③子ども３人以上」では「自己の
強さ」「協調性」において、「①子ども１人」と「②子ど
も２人」より有意に得点が高かった。

（６）育児経験年数の場合
　育児経験年数のちがいが、下位尺度得点にどのような
影響を与えているかをみた。育児経験年数区分を「①０
～４年」「②５～７年」「③８～９年」「④ 10 年以上」の
４区分とし、母親の育児経験年数区分別の各因子におけ
る下位尺度得点を分散分析した結果は、表Ⅲ−５−５に
示した。
　表Ⅲ−５−５より、「自己の強さ」「協調性」「自己制
御」「柔軟さ」の４因子で有意な差があることが分かった。

「④ 10 年以上」では「自己の強さ」「協調性」「自己制御」
「柔軟さ」において、「①０～４年」より、有意に得点が高
かった。「④ 10 年以上」では「自己の強さ」「柔軟さ」に
おいて、「②５～７年」より有意に得点が高かった。「④
10 年以上」では「自己の強さ」「自己制御」「柔軟さ」に
おいて、「③８～９年」より有意に得点が高かった。

（７）家族形態別の場合
　家族形態のちがいによって、下位尺度得点にどのよう
な影響があるかをみた。家族形態区分を「①核家族」「②
両親と親族同居」「③ひとり親」「④ひとり親と親族同居」
の４区分とし、家族形態区分別の各因子における下位尺
度得点を分散分析した結果は、表Ⅲ−５−６に示した。
　表Ⅲ−５−６より、「生き甲斐・存在感」の１因子で
有意な差が認められた。「①核家族」「②両親親族同居」

「③ひとり親」では「生き甲斐・存在感」において、「④
ひとり親親族同居」より有意に得点が高かった。

（８）近所（車で 10 ～ 15 分位）に実家の有無の場合
　近所（車で 10 ～ 15 分位）に実家が「あり（有）」「な
し（無）」に分け、有無のちがいによって、下位尺度得点
にどのような影響があるかをみた。近所に実家の有無別

表Ⅲ−５−２　学歴のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 *** P <. 001  ** P <.01　* P <.05

表Ⅲ−５−３　就業形態のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 ***P <.001  ** P <.01　* P <.05
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の各因子における下位尺度得点を t 検定した結果は、表
Ⅲ−５−７に示した。
　表Ⅲ−５−７より、「自己の強さ」「協調性」「柔軟さ」
の３因子で有意な差があることが分かった。「実家あり」
では、「自己の強さ」「協調性」「柔軟さ」において、「実
家なし」より有意に得点が高かった。

（９）近所（車で 10 ～ 15 分位）に友人の有無の場合
　近所（車で 10 ～ 15 分位）に友人が「あり（有）」「な
し（無）」に分け、その有無のちがいが、下位尺度得点に

どのように影響しているかをみた。近所に友人の有無別
の各因子における下位尺度得点を t 検定した結果は、表
Ⅲ−５−８に示した。
　表Ⅲ−５−８より、すべての因子で有意な差が認めら
れた。「友人あり」では、「自己の強さ」「協調性」「自己
制御」「自分の親への感謝」「子どもに対する責任感」「柔
軟さ」の６因子において、「友人なし」より有意に得点が
高かった。

表Ⅲ−５−４　子ども数のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 * P <.05

表Ⅲ−５−５　育児経験年数のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 *** P <. 001  ** P <.01　* P <.05

表Ⅲ−５−６　家族形態のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 ** P <.01　* P <.05 
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Ⅳ　考察

　親育て尺度について：子どもを持ち親になることに
よって育つ心理的発達を「親育ち」とし、幼稚園、保育
園、認定こども園に在籍する園児の母親に、先行研究を
参考にして７因子と各因子に８項目を想定した質問紙調
査を実施し、841 名より回答を得た。その結果「自己の
強さ」「生き甲斐・存在感」「協調性」「自己制御」「自分
の親への感謝」「子どもに対する責任感（主に健康への
関心）」「柔軟さ」の７因子が抽出され、下位尺度の計 51
項目によって構成された尺度を「親育ち尺度」と命名し
た。そして先行研究より想定された「視野の広さ」８項
目のうち１項目は「自己の強さ」へ、２項目は「生き甲
斐・存在感」へ、２項目は「協調性」へ、１項目は「子
どもに対する責任感」への項目になり、２項目は因子負
荷量が｜.35｜であり、｜.40｜に満たないため除いてい
る。さらに先行研究の柏木他（1994）や及川（2005）、高
橋他（2009）の「視野の広さ」に対応する「Ⅳ−29 協力
することの大切さが分かるようになった」「Ⅳ−36 他人
への気遣いができるようになった」の２項目と、柏木他

（1994）の「自己制御」に対応する「Ⅳ−28 人との和を
大事にするようになった」「Ⅳ−21 他人の立場や気持ち

をくみとるようになった」「Ⅳ−７ 他人の迷惑にならな
いように心がけるようになった」「Ⅳ−42 自分の分をわ
きまえるようになった」の４項目の計６項目に対して、
本研究では内容から「協調性」と命名した。このことか
ら、現代の子育て環境の中で就学前の子どもを持つ親が

「子どもを持つことによる親育ち（心理的発達）」として、
先行研究の「視野の広さ」と「自己制御」から成り立つ

「協調性」が育つと捉えていることが分かった。
　この「親育ち尺度」の下位尺度得点が一番高かったの
は「生き甲斐・存在感」であり、次いで「自分の親への感
謝」「子どもに対する責任感」「協調性」「自己制御」「柔
軟性」「自己の強さ」の順であった。この「生き甲斐・存
在感」からは、就学前の子どもを持つ親にとっては子ど
もが親の生き方の中心にあることが窺え、「自分の親への
感謝」からは、森本恵他が母親の影響について「母親と
の関係が女性の生き方に関連していることが言える」や

「母親の生き方から受ける感情により母性意識が形成さ
れることが考えられる 11）」としていることに繋がるもの
があると考察された。
　「親育ち尺度」と属性別分析について：「親育ち尺度」
と回答者の属性別分析を実施した結果、施設のちがいに
よる分析より、幼稚園が「子どもに対する責任感」にお

表Ⅲ−５−７　近所に実家の有無のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

  ** P <.01　* P <.05

表Ⅲ−５−８　近所に友人の有無のちがいによる下位尺度得点の有意差検定結果

 *** P <. 001  ** P <.01
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いて、保育園と認定こども園より有意に得点が高かった。
このことについて、幼稚園児の母親は専業主婦率（73%）
が高いことから、子どもに関わる時間が多いことが窺え、

「子どもに対する責任感」が育っていると推察される。一
方保育園が「自己の強さ」「自己制御」「柔軟さ」におい
て、幼稚園より有意に得点が高かったことから、保育園
児の母親は、就業率（98%）も高いため、育児と就業の
両立をさせれば「自己の強さ」「自己制御」「柔軟さ」の
３因子が育っていると推察される。
　学歴のちがいの分析から、「自己の強さ」「協調性」「自
己制御」「柔軟さ」の４因子で有意な差があり、「中学・
高校卒」がこれらの４因子において、他のすべての区分
より有意に得点が高かった。しかし、この結果は一概に
学歴のちがいだけから生じているとみるのでなく、佐藤
淑子（2012）が「父親と母親の職業生活および家族生活
と家事・育児行動 12）」において、「高学歴無職」と「高
学歴有職」、「低学歴無職」、「低学歴有職」のグループに
分けて有意差を求めていることを考慮すると、学歴別就
業形態別といった他の属性との分析を合わせて判断する
必要性があると考えられる。
　就業形態のちがいの分析から、「常勤」「非常勤」は「自
己の強さ」において、「専業主婦」より有意に得点が高
かったことから、就業することによって、「自己の強さ」
が育つと推察される。一方非就業の「専業主婦」では「子
どもに対する責任感」において、「常勤」より有意に得点
が高かった。これは、施設のちがいによる分析で幼稚園
が保育園より「子どもに対する責任感」が高かった理由
に、「専業主婦」率の高さが影響していることが示唆され
たように、子どもと向き合う時間の長さが責任感を増大
させていると推察される。また「非常勤」では「柔軟さ」
において、「専業主婦」より有意に得点が高かったことか
ら、職場や子どもを通じた対人関係では「柔軟さ」が育
つことが考えられる。
　子ども数のちがいの分析から、「子ども３人以上」で
は、「自己の強さ」「協調性」において「子ども１人」と

「子ども２人」より有意に得点が高かったことから、子ど
もを多く育てる中で、「自己の強さ」「協調性」「柔軟さ」
が育っていると推察される。
　育児経験年数のちがいの分析から「10 年以上」では、

「自己の強さ」「協調性」「自己制御」「子どもに対する責
任感」の４因子のすべてにおいて、「０～４年」より有
意に得点が高かったことをはじめ、「５～７年」とでは

「自己の強さ」「生き甲斐・存在感」「柔軟さ」において、
「８～９年」とでは「自己の強さ」「生き甲斐・存在感」
「子どもに対する責任感」「柔軟さ」において、有意に得
点が高かった。このことから育児経験年数と、有意差が

なかった母親の年齢を併せ考慮すると、親育ちは母親の
年齢に関係なく、育児経験年数の長さとともに親が育っ
ていくものと考えられる。
　近所に実家の有無のちがいの分析から、「実家あり」で
は「自己の強さ」「協調性」「柔軟さ」において、「実家な
し」より有意に得点が高かったことから、実家が近くに
ある場合は、実家との関係性を含め、対人関係において

「自己の強さ」「協調性」「柔軟さ」が育つと推察される。
　近所に友人の有無のちがいの分析から、「生き甲斐・存
在感」以外の、６因子「自己の強さ」「協調性」「自己制
御」「自分の親への感謝」「子どもに対する責任感」「柔軟
さ」において、「友人なし」より「友人あり」が、有意に
得点が高かったことから、親育ちの得点が高い母親には
友人が多いことなどが明らかになった。
　以上、本研究においては、841 名もの回答者に基づき、
親育ち尺度を構成した。この構成は多いデータ数と質問
項目の精査により、群のデータ数が多く属性の分析に安
定した結果が得られた。そして親育ちの心理的発達は、保
育施設の特徴のちがいや母親の就業形態のちがいなどで
異なることや、親育ちには母親の年齢よりも育児経験年
数や友人の存在が影響していることが明らかになった。

Ⅴ　まとめと今後の課題

　本研究は、「子ども・子育て新制度」に謳われている
「子育て支援の質の向上を進める」ことに着目し、「親育
ち」の視点を含む質問紙調査を実施した。その結果、７
因子からなる「親育ち尺度」を提示するとともに、回答
者の属性別分析によるちがいを明らかにした。今後の課
題として、学歴の相違で必要と考えられた分析をはじめ、
今回分析に至らなかった「パートナーの属性と育児関与
に関する項目」から、父親の育児関与が「親育ち」にど
のような影響を与え、さらに「親育ち」が母親の養育態
度にどのような影響があるのかなどを明らかにし、「親が
育つ効果的支援内容」を提示したい。
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Creation of a Parental Growth Scale to Improve the Quality of 
Child-Rearing Support

Yoko Kusumoto
Osaka University of Comprehensive Children Education Graduate School

Abstract
　The aim of this study was to create a “parental growth scale” in response to changes in the modern 
childcare environment and contribute to improvements in the quality of child-rearing support. We 
also attempted to clarify the kinds of changes produced in respondent attributes by scores on the 
subscales that make up the parental growth scale. For that purpose, we conducted a questionnaire 
survey on “growth (psychological development) as a parent from having children,” and obtained 
responses from 841 mothers with children aged 0–5 years old. Seven factors were extracted from the 
results: “mental strength,” “reason for living/presence,” “cooperativeness,” “self-control,” “gratitude to 
one’s parents,” “sense of responsibility toward one’s children,” and “flexibility.” The scale consisting of 
these factors was called the “parental growth scale.” The highest score on this parental growth scale 
was for “reason for living/presence.”
　Next, this scale was analyzed by respondent attributes. The following findings were obtained: 
(1) from an analysis by differences in facility that the 3 factors of “mental strength,” “self-control,” 
and “flexibility” are developed if a mother balances child-rearing and work, (2) from an analysis 
of differences in work style that “mental strength” is developed from working and “sense of 
responsibility toward one’s children” is developed from long hours spent face-to-face with children in 
full-time homemakers, (3) from an analysis of differences with the number of children that “mental 
strength,” “cooperativeness,” and “flexibility” are greatly developed by raising a larger number of 
children, (4) from an analysis of differences in the number of years’ experience caring for children that 
as experience raising children accumulates the parent grows, and (5) from an analysis of whether or 
not a mother has friends in the neighborhood that mothers with high parental growth have many 
friends.

Key words：�parental growth scale, cooperativeness, reason for living/presence,  
number of years’ experience caring for children, friends


